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2026 年 2 月 24 日

キヤノンマーケティングジャパン株式会社

「日経コンピュータ パートナー満足度調査 2026」
セキュリティー ・ 脅威対策製品／サービス部門で1位を獲得

キヤノンマーケティングジャパン株式会社（本社：東京都港区、代表取締役社長：足立正親、以下キヤノンMJ）は、
株式会社日経BP（本社：東京都港区、代表取締役社長CEO：井口哲也）による「日経コンピュータ 2026年3月
5日号 パートナー満足度調査 2026」において、セキュリティー ・ 脅威対策製品／サービス部門で1位を獲得しました。

日経コンピュータ 2026年3月5日号
パートナー満足度調査 2026

セキュリティー ・ 脅威対策製品／サービス部門1位

「日経コンピュータ パートナー満足度調査2026」は、システムインテグレーターやコンサルティング会社などのパートナー企業を
対象に、ハードウエアメーカーやソフトウエアベンダーに対する満足度を評価する調査です。

近年、企業を取り巻くサイバー攻撃は高度化 ・ 複雑化が進んでいます。ランサムウェアをはじめ、クラウドやメールを標的
とした侵害、巧妙化するフィッシングなど、攻撃手法は多様化し、その痕跡も見えにくくなっています。さらに、攻撃者の
組織化や生成 AI の悪用により、攻撃の精度やスピードは一段と高まり、企業にはこれまで以上に高度なセキュリティ
対策と迅速な対応力が求められています。

こうした環境を背景に、キヤノンMJグループでは、国内総販売代理店を務める総合セキュリティソフト「ESET※1 セキュリティ
ソリューションシリーズ」や自社開発の「GUARDIANWALLシリーズ」、中小オフィス向けIT支援サービス「HOME」、キヤノン
ITソリューションズが提供するSOLTAGEのセキュリティサービスなど、お客さまの業務環境に応じた最適なセキュリティ対策
を提供してきました。また、全国をカバーするサポート体制により、導入後の保守 ・ 運用に関する課題にも迅速に対応し、
安心してご利用いただける環境づくりを支援しています。

さらに、キヤノンMJグループはパートナー企業と歩調をあわせながら、製品研修や技術トレーニングの充実に努めてきました。
また、サイバーセキュリティラボを中心に、「サイバーセキュリティ情報局」やオンラインセミナーなどを通じて、最新の脅威事例や
攻撃手法に関する情報発信にも継続して取り組んでいます。

今回の受賞は、これらの取り組みがパートナー企業の皆さまから高く評価された結果であり、当社としても大きな励みと
なるものです。キヤノンMJは本評価を真摯に受け止め、今後もパートナー企業との協業を通じて、お客さまにより高い
価値を提供できるよう努めます。

また当社では外部からのサイバー攻撃だけでなく、事業リスクに対する解決策として「サイバー」「フィジカル（映像）」「ドキュ
メント」 の三つの領域を融合するキヤノンMJグループのトータルセキュリティを提唱し、お客さまの安心 ・ 安全なビジネス
環境の実現と事業継続を支援していきます。

※1. 「ESET」は、ESET, spol. s r.o.の登録商標です。
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●報道関係者のお問い合わせ先 ：キヤノンマーケティングジャパン株式会社 広報部        03-6719-9093（直通）
●セキュリティソリューションホームページ ：https://canon.jp/biz/solution/security/it-sec
●サイバーセキュリティ情報局 ：https://eset-info.canon-its.jp/malware_info/
●法人のお客さま向け ESET ：https://canon.jp/biz/solution/security/it-sec/lineup/eset
●GUARDIANWALLシリーズ ：https://canon.jp/biz/solution/security/it-sec/lineup/guardianwall
●中小オフィス向けIT支援サービス HOME ：https://canon.jp/biz/solution/bizsupport/home
●SOLTAGE セキュリティサービス ：https://www.canon-its.co.jp/solution/industry/cross-industry/sec

日経コンピュータ パートナー満足度調査 2026の概要

パートナー満足度調査 2026は、日経BP「日経コンピュータ」が企画 ・ 実施している調査です（協力：日経BPコンサル
ティング）。システムインテグレーターやコンサルティング会社などのパートナー企業を対象に、ハードウエアメーカーやソフトウエア
ベンダーに対する満足度を、9分野の製品 ・ サービスごとに調べたものです。調査は毎年実施しており、今回が28回目に
なります。調査は 2025年11月5日から12月1日にかけて実施し、258件の有効回答を得ました。

詳細情報は　URL：https://xtech.nikkei.com/atcl/nxt/news/24/03066/ をご覧ください。


